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これ迄の業務経験から考えていること 

－ 公認会計士、ファイナンス制度の整備、産学連携の進展、公益等認定委員 

北地 達明 

 
 
1. 目的を推進する仕組  個の案件と評価 
 
2. 会社では無いこと → Going Concern の仕組み 
 
3. 柔軟に「民  ⇔ 民」らしく、しかし透明性は高く 
 
4. 善意がエゴに変わるポイントとその抑制のため 
 
5. プロボノをきっちりと整理する 

－ 相方の過大な期待 

北地達明委員 
提出資料 
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休眠預金活用の議論を進めるにあたっての提案 （５月２２日） 

 （（ 含む、基本方針策定に向けた主要論点 案）に対するコメント） 

1. 審議会の議論はオープンな進め方で行うこと

休眠預金活用の性格上、より多くの方に関心を持っていただくために、審議会の議論の積極的な公

開はもとより、パブリックコメントの前に地方公聴会を各地で行うなど、地域の多様な意見を聞き、

対話するプロセスを取っていただくことを要望します。 

２．休眠預金活用の対象となる事業のイメージをより明確にすること 

休眠預金活用法の基本理念には以下のことなどがかかれています。 

「国及び地方公共団体が対応することが困難な社会の諸課題の解決を図る」 第 16条 1） 

「民間公益活動の自立した担い手の育成」 第 16条 2） 

「社会の諸課題を解決するための革新的な手法の開発を促進」 第 16条 5） 

「民間の団体の創意と工夫が十分に発揮されるように配慮」 第 16条 5） 

一般的に、社会課題の解決という結果を短期間のうちに出すことを志向する場合、支援の対象は既

に自立した担い手であることが求められます。一方で、長期的にみれば、新たな担い手が自立して

活動を行うことの支援を行うことで、より大きな成果を挙げることが可能になります。 

また（「革新的手法」や（「民間の団体の創意と工夫」を求めることは、より実験的なプロジェクトへ

の支援を想定することになり、そうした傾向を強めるほどに、定められた期間で明確な成果を挙げ

られない事業が増える可能性があります。このように、現状では想定される事業に振れ幅がある中

で、どういった事業を想定するのか、また、何を持って（「革新的」とするのかについて、本審議会

において明確化することが必要です。 

長年地域で活動を行う中で、新しい視点で活動に取り組み十数年かけて社会変革を行っていく団体

のシードマネーとなるためのお金となることにより、より国民の理解が得られると考えます。 

３.「志のあるお金」を誘発する、市民社会全体を育て変革するお金の性格となるような、

指定活用団体、資金分配団体、資金配分のあり方を検討すること 

指定活用団体は一般財団法人であり、「全国一団体を限って内閣総理大臣が指定する 第 20 条）」

となっていますが、「利権団体」にならないようにするための配慮、工夫が強く求められます。 

また、資金分配団体は実社会の現状を鑑み、以下のような多様な形態を認める形が望ましいと考え

ます。 

・資金配分団体 

１）新たに作る一般財団法人 

２）既存の民間助成財団、コミュニティ財団等 

萩原なつ子委員
提出資料
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・資金配分の方法 

１）民間財団等がすでに有し、実績のある市民活動を助成するプログラム、基金とのマッチング型 

３）クラウドファンディング型 

 

４．専門委員により多様な視点を確保し、制度設計のためのワーキンググループの別途設置 

専門委員は（「専門の事項を調査させるため」に置くとなっています。現在の専門委員は社会課題解

決のための重要な役割の一翼を担っている方々ではありますが、休眠預金活用にあたっての専門的

な議論を進めるには、以下の視点の方々にも専門委員になっていただくなど、より幅広い専門性を

持つ方に参画いただく必要があると考えます。 

そのためにも、専門委員会以外に、助成を出す（ プログラム開発を行う）制度設計のためのワーキ

ンググループを設置することが重要と考えます。 
 
・助成財団等資金仲介を行う組織のプログラムオフィサー 

・事業収入を収益の柱とせず、参加型で運営している NPO 

・地域に密着し、地方で活動する NPO 

・休眠預金が定める 3つの分野の NPO 
 

５．助成の専門性を確保する工夫とそのためのコストを担保する措置を講じること 

資金分配団体には助成の専門性が求められます。その資金分配団体を選定する指定活用団体にも、

同様に助成の専門性を理解し、育てる力が求められます。審議会でも指定活用団体や資金分配団体

に求められる市民活動への助成の専門性について議論するとともに、指定活用団体や資金分配団体

がそれを確保するためのコストを担保する措置が必要です。 
 
 

萩原なつ子 立教大学大学院２１世紀社会デザイン研究科・教授） 
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平成 29 年 5 月 22 日 
 
第一回休眠預金活用審議会発言要旨 
 
                  宮本みち子 
                   放送大学副学長 

 
 
法の基本理念の具体化に関して 
【自立した担い手の育成】 

子ども・若者支援関係団体の苦悩は、事業の 3 要素のひと・場所・資 
金が継続できないこと。行政の委託事業はほとんどが単年度から数年の 

事業で継続契約保障がない。人材を育てること、とくに 20 代から 30 代を

支援の専門家として採用し、教育訓練することが困難。支援事業は人材が

命だが、職員の教育研修費をほとんど計上できない。休眠預金活用による

助成は、上記の問題を解決する方向で実施するべき 
 

 【補完的な資金供給により民間公益活動に係る資金を調達できる環境整備の

促進】 
   ■子ども・若者支援に関連する国・地方自治体の委託事業は、資金の制

約と、事業目的に添ってやれる範囲が厳しく規定されていて、現実のニ

ーズに合致していなくとも切り捨てるしかない状態。そこで、切り捨て

ざるをえないが重要性の高い部分を満たすために、休眠預金を活用する。 
    
   ■国や地方自治体の事業を受託する（上意下達）のではなく、団体自ら

が地域社会のニーズを汲み取り創造しようとする事業計画に対して助成

すべき。 
 
   ■縦割りの行政機関・行政施策を反映して委託事業が行われることが多

いが、地域におけるあたらしい課題は、諸制度に横串を指すことが必要

なものが多くなっている。休眠預金は行政では実施しにくい横串課題に

対して積極的に助成すべき。  
 

 
 

宮本みち子委員 
提出資料 
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基本方針策定に向けて 

 

公益財団法人パブリックリソース財団  

専務理事  岸本幸子  

 

１．法の基本理念の具体化のための仕組み  

（１）国民に対し開かれたシステム構築  

管理的統制的な仕組みで縛ることではなく、 国民に対して開かれた基金運営

の仕組みを構築することを通じ、効果的な資金活用を実現する。  

①  仕組み全体を通じた透明性、情報開示の徹底  

例：公開審査、報告会  

②  Fail-Safe の装置のビルトイン  

   例：オンブズマンの設置  

   （苦情受付、専門調査、是正勧告の第三者機関）  

③  国民へのレポーティング、フィードバックの徹底  

 ・仕組み、進捗、成果の公表  

 ・先駆的取り組みにより出現した成果の共有と、拡大・伝播の呼びかけ  

 

（２）ソーシャルセクターのインフラ形成、システム形成  

法の基本理念（自立した担い手の育成、民間資金の調達へのレバレッジとする、

地域バランス等）を具体化するためには、基本理念の実践にかかわる多様なプ

レイヤーの力量形成、ノウハウ蓄積等のシステム整備に資金を活用 すること

が、特に初期段階において必要であると考える。  

①  指定活用団体が研究機能、研修機能をもつ。  

②  資金分配団体におけるシステム整備への資金活用を行う。  

③  資金支援だけでなく、非資金的支援への資金活用を行う。  

     

２．休眠預金活用により優先的に解決すべき社会課題  

（１） 縦割り行政のはざま で見落とされている課題  

（２）民間のソーシャルセクターが革新的な方法を提案している課題  

（３）行政と企業、民間などの多様なセクターが協力することで、取り組み効果

が期待できる課題など  

（４） SDGｓの視点 (ESG、 No One Left Behind、構造改革 )+「縮小社会」の課題  

   例： POST2015 プロジェクト「 SDGｓ達成に向けた日本への処方箋」（ 2016

年）の９つの国内目標処方箋を議論の土台とする。  

（５） 資金分配団体・活動団体からの提案を受け止める応答的な関係性 を構築

することで、優先的に解決すべき社会課題への資金投下を実現する。  

以上  

岸本幸子専門委員  
提出資料  
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経沢香保子専門委員 
　　 提出資料
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休眠預金活用推進に向けた議論における前提 
 

2017/5/22 

１．イノベーション創出に向けた、未来への投資として活用すること 

 バラマキではなく、革新的な課題解決の手法を社会に広げるための資金として使う こと

（未来への投資）。 

 過度な公平性・一律性の重視、縦割りや単年度主義から脱却 し、イノベーション創出に向

けたチャレンジを支える こと。 

２．新しい社会モデルをつくるためのインキュベーションの役割を意識すること 

 公的財源を投じることは難しいが、社会にとって必要なモデルをつくる挑戦を支えること。 

 挑戦に失敗はつきものであり、一定のリスクは許容 すること。 

 インキュベーションに必要な 経営支援・伴走支援のコストを含んだ制度設計 とすること 

３．プロセス管理ではなく、成果志向で資金提供を行うこと 

 何をやったか（プロセス管理）ではなく、どのような成果を生んだか（成果志向）の観点

を重視 すること。 

 成果を把握し、必要な評価を行い、健全なプレーヤーの入れ替えを行う こと。またそのた

めには 評価コストが必要であることを認識 すること。 

４．既存の制度の受益者ではなく、今まで制度が救えなかった人々が抱える課題に

フォーカスすること 

 公的財源の不足を、単に埋める存在として休眠預金を利用しない こと 

 前例のない取組や、ニッチであるがゆえに対応が遅れているニーズを支えることができる

仕組み を前提とすること 

５．過去の踏襲ではなく、新たな担い手による柔軟な運営を可能とすること 

 指定活用団体は、しがらみを脱し、従来にはない柔軟性のある新組織を前提 とすること。 

 過度に管理的・統制的になるのではなく、資金分配団体・現場団体との応答的な関係を前

提とすること 

 

岸本幸子（公益財団法人 パブリックリソース財団  専務理事） 

工藤啓（NPO 法人 育て上げネット 代表理事） 

駒崎弘樹（認定 NPO 法人 フローレンス 代表理事） 

白井智子（NPO 法人 トイボックス 代表理事） 

岸本幸子専門委員 
工藤啓専門委員 

駒崎弘樹専門委員 
白井智子専門委員 

提出資料 
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基本方針策定に向けた主要論点（案）についての意見 
曽根原久司   

 
休眠預金を助成、融資、出資などの手法により、公益分野へ資金支援を行うことは大切だ

と思いますが、以下の１、法の基本理念の具体化の中の「特に、休眠預金等に係る資金の活

用が社会に対し目に見える成果を生むためには、例えば、ビジネスとしての成立可能性やイ

ノベーションを伴う持続的発展性など、どのような要素を備える必要があるか。」といった

視点は、基本理念を、我が国の地域社会や、あるいは資本主義の経済社会の中において着実

に実装し、実現していくためには、とても大切な視点だと思いますし、それを実現するには、

「金」という経営資源以外の「ひと」という経営資源をどう育てていくかという視点がとて

も大切だと考えます。   
ですから、この仕組みの中にこの分野の人材育成をどのように行っていくかという視点

を盛り込むことが大切だと考えます。なかでも、この分野を牽引し、イノベーションを伴う

持続発展性を期待、あるいは実現できるような、いわば理念を社会に実装することができる

起業家を育成、輩出していくことができる仕組みづくりを、あわせて制度設計として検討す

ることが大切だと考えています。 
 
１．法の基本理念の具体化  
 （例）自立した担い手の育成、補完的な資金供給により民間公益活動 に係る資金を調達で

きる環境整備の促進、大都市その他特定の地 域に集中しないよう配慮等、法第 16 条の基

本理念を具体化するためにどのような仕組みが求められるか。 特に、休眠預金等に係る資

金の活用が社会に対し目に見える成果 を生むためには、例えば、ビジネスとしての成立可

能性やイノベーションを伴う持続的発展性など、どのような要素を備える必要があるか。  
      

曽根原久司専門委員 
提出資料 
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」
を
ど
う
と
ら
え
る
か
。
短
期
と
中
期
の
成
果

を
分
け
て
考
え
る
と
と
も
に
、
プ
ロ
セ
ス
に
お
い
て
柔
軟
に
と
ら
え
、
目
標
の
変
更
を
可
能
と
す
る
し
く
み
が

重
要
と
考
え
る
。
ま
た
、
本
資
金
の
活
用
に
あ
た
っ
て
関
係
す
る
組
織
体
が
多
い
。
直
接
現
場
で
活
動
す
る
団

体
だ
け
で
は
な
く
、
そ
の
団
体
と
寄
り
添
う
資
金
分
配
団
体
の
成
果
を
何
と
考
え
る
か
も
同
様
に
議
論
が
必
要
。

な
お
、
社
会
起
業
家
の
本
質
に
関
す
る
国
内
外
の
議
論
で
は
、
経
済
的
成
果
と
社
会
的
成
果
の
双
方
が
必
要
で

あ
る
こ
と
に
合
意
が
あ
る
一
方
、
全
て
を
定
量
化
す
る
こ
と
を
求
め
て
は
い
な
い
。

 
２

  
休

眠
預

金
等

交
付

金
に

係
る

資
金

は
、

③
民

間
公

益
活

動
の

自
立
し
た

担
い

手
の
育

成
に

資
す
る

と
と

も
に
、
金
融
機

関
、
政
府
関
係
金
融
機
関
等
が
行
う
金
融
、
民
間
の
団
体
に
よ

る
助

成
、

貸
付

け
又

は
出

資
（

以
下

「
助

成
等

」
と

い
う

。
）

等
を
④

補
完
す

る
た

め
の
資

金
の

供
給
を

行
う

こ
と
に
よ
り
、

民
間

公
益

活
動

に
係

る
資

金
を

調
達

す
る

こ
と

が
で

き
る

環

境
の
整
備
の
促
進
に
資
す
る
よ
う
活
用
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。

③
 
民
間
公
益
活
動
の
自
立
し
た
担
い
手
の
育
成
に
資
す
る

 
自

立
と

は
、

必
ず

し
も

金
銭

的
な

こ
と

を
意

味
す

る
の

で
は

な
く

、
自

ら
の

考
え

に
基

づ
く

責
任

あ
る

行
動

で
あ

る
「

主
体

的
な

」
と

理
解

す
る

こ
と

が
望

ま
し

い
の

で
は

な
い

か
。

多
様

な
市

民
活

動
団

体
の

創
出

は
、

そ
の

担
い

手
で

あ
る

市
民

の
主

体
的

な
活

動
を

後
押

し
し

、
ま

た
、

そ
の

人
財

の
広

が
り

に
寄

与
し

て
き

た
。

「
担
い
手
の
育
成
」
が
法
の
基
本
理
念
の
１
つ
と
考
え
ら
れ
、
市
民
活
動
の
一
層
の
推
進
が
望
ま
れ
る
。

 
し

か
し

な
が

ら
、

こ
の

よ
う

な
主

体
的

に
活

動
す

る
市

民
活

動
の

成
果

は
多

様
に

現
れ

る
。

育
成

を
考

慮
し

た
活

動
の

成
果

を
ど

う
と

ら
え

る
の

か
、

伴
走

が
望

ま
し

い
が

誰
が

ど
の

よ
う

に
行

う
の

か
、

介
入

の
度

合
は

服
部
篤
子

委
員
 

提
出
資
料
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ど
の

程
度

か
、

が
論

点
と

な
る

。
外

部
団

体
の

過
度

な
支

援
で

は
な

く
、

資
金

分
配

団
体

が
プ

ロ
グ

ラ
ム

オ
フ

ィ
サ
ー
と
し
て
個
別
団
体
に
あ
わ
せ
て
伴
走
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

 
 

④
 
補
完
す
る
た
め
の
資
金
の
供
給
を
行
う

 
既

に
行

わ
れ

て
い

る
金

融
機

関
や

民
間

の
助

成
等

に
対

し
て

「
補

完
す

る
」

資
金

提
供

と
は

ど
の

よ
う

な
も

の
か

。
現

場
で

の
多

様
な

支
援

機
関

の
間

に
、

連
携

が
行

わ
れ

て
い

る
と

は
い

え
な

い
。

活
動

の
ス

テ
ー

ジ
を

分
け
て
考
え
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
よ
り
も
、
ミ
ド
ル
ス
テ
ー
ジ
の
場
合
に
、
本
資
金
の
提
供
が
呼
び
水
と
な
り
、

他
の
金
融
機
関
や
民
間
助
成
等
が
連
携
す
る
関
係
構
築
を
促
す
し
く
み
が
望
ま
し
い
。

 
３

  
休

眠
預

金
等

交
付

金
に

係
る

資
金

の
活

用
に

当
た

っ
て

は
、
こ
れ
が
預
金
者
等
の
預
金
等
を
原
資
と
す
る
も
の
で
あ
る

こ
と
に
留
意
し
、
多
様
な
意
見
が
適
切
に
反
映
さ
れ
る
よ
う
に

配
慮
さ
れ
る
と
と
も
に
、
⑤

そ
の

活
用
の
透

明
性

の
確
保

が
図

ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

⑤
 
そ
の
活
用
の
透
明
性
の
確
保

 
公
益
活
動
を
行
う
団
体
に
は
、
既
に
、

N
PO

法
人
、
公
益
法
人
、
協
同
組
合
、
株
式
会
社
等
が
活
動
し
て
お

り
、
多
様
な
法
人
格
が
想
定
さ
れ
、
ど
こ
ま
で
の
情
報
公
開
を
行
う
の
か
。
例
え
ば
、
株
式
会
社
に
お
い
て
も
、

最
も
情
報
公
開
を
求
め
る
法
人
で
あ
る
公
益
認
定
法
人
、
認
定

N
PO

法
人
と
同
様
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。

特
に

、
非

営
利

法
人

と
株

式
会

社
の

両
方

を
立

ち
上

げ
て

社
会

課
題

解
決

を
行

う
団

体
に

お
い

て
そ

の
双

方
の

利
害

関
係

や
会

計
の

開
示

は
言

う
ま

で
も

な
い

。
ま

た
、

指
定

活
動

団
体

や
資

金
分

配
団

体
に

お
い

て
も

同
様

で
あ
ろ
う
。

 
４

  
休

眠
預

金
等

交
付

金
に

係
る

資
金

の
活

用
に

当
た

っ
て

は
、
⑥

こ
れ

が
大

都
市

そ
の
他

特
定

の
地
域

に
集

中
す
る

こ
と

の
な

い
よ
う
に
配
慮
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

。
 

⑥
 
こ
れ
が
大
都
市
そ
の
他
特
定
の
地
域
に
集
中
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う

 
活

用
地

域
が

広
が

り
を

も
つ

た
め

に
は

、
民

間
公

益
活

動
団

体
を

発
掘

す
る

こ
と

や
、

小
規

模
な

市
民

活
動

団
体

へ
の

伴
走

が
有

益
と

考
え

る
。

そ
の

役
割

を
担

う
の

が
資

金
分

配
団

体
で

あ
り

、
で

き
る

限
り

各
都

道
府

県
に

広
く

、
そ

し
て

、
同

一
地

域
内

に
複

数
の

資
金

分
配

団
体

が
設

置
さ

れ
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

さ
ら

に
、

そ
の

数
は

増
加

し
て

い
く

こ
と

が
期

待
さ

れ
、

そ
の

た
め

に
は

、
あ

る
一

定
基

準
を

満
た

し
た

団
体

を
認

証
、

登
録
す
る
し
く
み
が
考
え
ら
れ
る
。

 
５

  
休

眠
預

金
等

交
付

金
に

係
る

資
金

の
活

用
に

当
た

っ
て

は
、
複
数
年
度
に
わ
た
る
民
間
公
益
活
動
に
対
す
る
助
成
等
、

社
会

の
諸

課
題

を
解

決
す

る
た

め
の

⑦
革

新
的

な
手

法
の

開

発
を

促
進

す
る

た
め

の
成

果
に

係
る

目
標

に
着

目
し

た
助

成

等
そ

の
他

の
効

果
的

な
活

用
の

方
法

を
選

択
す

る
こ

と
に

よ

り
、
民
間
の
団
体
の
創
意
と
工
夫
が
十
分
に
発
揮
さ
れ
る
よ
う

に
配
慮
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。

 

⑦
 
革
新
的
な
手
法
の
開
発
を
促
進
す
る

 
革

新
的

手
法

と
は

ど
の

よ
う

な
も

の
で

、
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

が
求

め
ら

れ
て

い
る

の
か

。
革

新
と

は
全

く
新

し
い

こ
と

を
求

め
て

使
用

す
る

言
葉

で
は

な
い

。
既

に
あ

る
手

法
の

応
用

で
あ

る
、

成
果

に
対

し
て

ま
だ

不
確

実
性

が
高

い
、

一
定

範
囲

の
成

果
で

あ
り

広
域

で
行

わ
れ

て
い

な
い

、
こ

れ
ま

で
の

成
果

が
属

人
的

で
あ

る
可

能
性

が
あ

り
モ

デ
ル

性
が

判
断

で
き

な
い

、
な

ど
、

機
会

と
リ

ス
ク

を
伴

う
手

法
と

い
え

る
。

リ
ス

ク
を

ヘ
ッ

ジ
す

る
環

境
を

整
え

た
う

え
で

目
標

を
設

定
し

、
か

つ
柔

軟
に

変
更

す
る

環
境

が
望

ま
し

い
。

そ
の

過
程

を
的

確
に
明
示
す
る
こ
と
で
資
金
活
用
に
理
解
が
得
ら
れ
る
と
考
え
る
。
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